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丘陵地区ならではの「まち」

「まち」を持続させることで

資産価値を高める

「まち」を持続させるルール作り

と監視機能の整備
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はじめに
· 丘陵地区のまちづくりを推進する組織（整備機構）の設立にあたっては、その組織がどのような目的を持っているか、またその目的を達成するために、どのような形態を整える必要があるのかを検討することが必要です。
· 事業主体を統括する「岸和田丘陵地区まちづくり協議会」(以下まちづくり協議会とする)は、まちづくりの基盤整備に向けて動き出し、その具体化について部会等を設立し、検討を進めています。今後、まちづくりの基盤が整ってきますと、それぞれの土地の利活用が始まるなど、「丘陵地区の資産価値を高める」土地の利活用の実践が求められます。

· まちづくりを推進する組織(整備機構)はまちづくりの段階によって、その目的や役割が変わっていきます。まちづくり協議会が、そうした役割を果たしていくための目指すべき組織運営等について検討していきたいと思います。

丘陵地区における「まちづくり」は、本格的な事業への取組の段階に入っています。

＜これまでの「まちづくり」の進捗について＞

平成20年度　　「岸和田市丘陵地区整備計画基本構想」策定
「岸和田市丘陵地区整備機構協議会」の設立

平成22年度　　「岸和田市丘陵地区まちづくり基本計画」策定

「岸和田市丘陵地区整備計画素案」作成

平成23年度　　「岸和田市丘陵地区整備機構準備会」の設立

「岸和田丘陵地区まちづくり協議会」の設立


「整備機構」の設立に向けた取り組みが必要
■丘陵地区のまちづくりの進め方
丘陵地区のまちづくりを推進していく組織を設立していくためには、次のような要点を決めておく必要があります。
○その組織がどういった目的を持って設立するのか
○その目的を達成するために、どのような形態(体系・費用)を整える必要があるのか

（１）まちづくりの進捗状況(進め方)によって、組織の目的、役割がかわってくるため、まちづくりの流れから組織が担う目的について整理する必要があります。
→　①まちづくりの流れ

→　②まちづくりの流れにともなう組織づくり

（２）組織の役割も大きくなれば、規模大きくなり、それに比例して、その責任や資金が大きくなります。
１．丘陵地区まちづくりの進め方(流れ)と検討内容(役割)
①まちづくりの進め方(流れ)


まちづくり事業の流れ


②まちづくりに求められる組織役割



２．組織の形態

まちづくりの段階ごとに必要な組織のイメージは下記のとおりです。その役割が大きくなれば、組織の規模も大きくなりそれに比例して、その責任や資金が大きくなります。

「整備機構」の規模と責任・資金のイメージ


２．まちづくり協議会がまちづくりを推進する組織（整備機構）としての役割を担うために
（１）まちづくりを推進する組織(整備機構)での位置づけと役割










（２）まちづくり協議会のまちづくりでの役割
①まちづくりの進め方(流れ)

　　　　　　　　　　　　

②まちづくり協議会の役割

まちづくりの流れからみる内容と役割

（３）まちづくり協議会の組織的課題

①組織運営上の課題

１）まちのルールづくりは

丘陵地区の「資産価値を高める」ためには、丘陵地区の地域資源を把握し、活用することで丘陵地区ならではの「まちづくり」が可能となります。そのため、これらの取組みをルール化し、持続させるよう監視機能（法制度や審査対応者等）の仕組みづくりを行う必要があります。


②組織的課題
まちづくり協議会が整備機構として機能していくためには、組織的な課題を解決する必要があります。
○組織形態について

まちづくり協議会は地権者主体の任意団体ですが、責任の所在をより明確にするためには法人化した組織として検討する必要があります。

○組織の構成や運営について

整備機構の組織には、企画立案・情報発信、事業展開(農整備部門、都市整備部門、自然活用部門等)といった構成が考えられ、まちづくり協議会として地権者を主体としながらも、個人もしくは団体、企業への参画の方法を検討する必要があります。
○必要な資金の捻出

組織を運営していくためには当然のことながら資金が必要です。民間等による助成金や組織の活動による収益、地権者からの会費など、まちづくり協議会の活動から活用可能な資金確保を検討する必要があります。

３．機構整備設立に向けての行政等との役割分担について

○岸和田市との役割分担について

まちづくり協議会が「整備機構」の立ち上げに必要な事項を検討し、丘陵地区まちづくりの事業主体となる組織として活動していくためには、行政のサポートから、自立した組織として岸和田市との協働・連携・支援を検討することが必要です。また、市は一方では丘陵地区の地権者であり、丘陵地区のまちづくりのため、自然など地域資源の積極的な活用を図っていくことが必要です。

○機構準備会との役割分担について
機構準備会の学識経験者、各関係機関から参画いただいている委員は、丘陵地区まちづくりのアドバイザーとして協力を求めるなど、アドバイザーとの協力関係を有効・効果的に機能するように「整備機構」の運営方法を検討する必要があります。

整備機構のイメージ


1段階目





地権者主体の組織・まちづくり協議会





事業の着手へ





土地利用(事業)計画（土地の整備）





事業主体組織の設立


都市→区画整理組合


農  →事業推進委員会





事業区域の確定





自然活用ゾーン





都市整備ゾーン





2段階目





農整備ゾーン





土地交換（土地の集約）





責任・資金





地権者の意向確認



























































地権者の事業参加の意向確認





平成２３年１１月４日


岸和田市丘陵地区整備機構準備会





まちづくりの基盤づくり・まちづくり事業の着手まちづくりの基盤づくりに向けた段階
































































































































































































































































































































現状段階での内容(役割)


土地の意向確認の調整


地権者への情報提供・情報交換


丘陵地区に相応しい事業者等の選定


都市整備・農整備部会による専門事項の検討





資産価値を高め、魅力ある「まち」とするための土地の利活用の内容(役割)


まちを持続させるルールづくりと監視機能の構築


・地区計画や建築協定などのルールづくり


・景観のルール、環境モニタリング


都市整備、農整備における地権者の事業リスクの軽減方策の検討


土地の利活用の意向が比較的近い人達の集約


・一団の土地として土地条件をまとめ、企業のニーズに合致した土地を集約する


地権者が土地を貸すもしくは売却の希望ごとに意向を集約し、活用方策や仕組みを検討する


都市・農・自然活用ゾーンの連携・調整





小





大





「機構」自らが運営





仲介・あっせん














まちづくりの基盤づくりに向けた段階
































































































































































































































































































































リスク回避のため事業化検討パートナーを選定することが必要





○まちづくり事業の開始


・地権者の意向確認、土地交換による各ゾーンへの土地の集約、区域決定などまちづくりの基盤づくりに向けた段階。


・まちづくりを踏まえ土地の利活用の検討も必要




















相談


・アドバイス





丘陵地区全体のマネジメント





規模








まちのルール部会の設立





第６回　岸和田市丘陵地区整備機構準備会














地権者の希望(土地条件)を民間業者に発信する必要がある

















地権者の意向を集約、目的に向けた意思統一の場や仕組みが必要





具体的に土地利用の意向を決める

















○まちづくりの基盤づくり・まちづくり事業の着手


平成23年度に土地交換を開始し、平成25年度に農整備に着手、平成26年度に都市整備の事業着手を予定しています。また、それぞれのまちづくりの基盤が整ってきますと、土地の利活用が始まります。











リスク回避のためにも民間企業等からの情報収集に努める





どこで、誰が検討するのか





誰かが地権者の土地集約を取りまとめ役を担う必要がある





土地利活用の実践


丘陵地区の資産価値を高める


土地の利活用のマネジメント











○



















































































































































































































































































まちづくりの基盤づくり・まちづくり事業の着手まちづくりの基盤づくりに向けた段階



































































































































































































































































































































まちづくりの基盤づくりに向けた段階
































































































































































































































































































































現状段階での内容


土地の交換・仲介・調整


地権者等の疑問等の相談


地権者への情報提供・情報交換


地権者の勉強会


丘陵地区に相応しい事業者等の選定


土地の利活用を踏まえた検討内容(役割)


ルールづくり


土地の売却・斡旋


都市・農・自然活用ゾーンの連携・調整









































事業化パートナー(都市)





③事業着手





②まちづくりの基盤づくり





①まちづくりの基盤づくりに向けた段階





事業方針の決定(事業参加者の決定)
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